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原発再稼働の条件 

 2023-06-18 

Q:  政府は 3.11の災害で停止していた原発を原子力規制委員会による安全確認の後で順次再稼働す

る方針ですが、規制委員会の再稼働の条件に問題があるということですか？  

A: その通りです。詳細について述べる前に、ある方からのﾒｰﾙを下記に紹介させていただきます。

この方は、本年 3月 31日に弊社代表がある会合で講演した際に聴講された方です。わが国を代

表する企業の研究所に勤務された後に、大学教授や民間の研究所所長、ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄなどで活躍され

ています。ﾒｰﾙの公表については、ご本人の承諾を得ています。 

記 

  ○○と申します。さる 3 月 31 日の「ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化社会のﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ」と題する講演で質問させてい

ただきましたが、追加のｺﾒﾝﾄをさせていただきます。それは福島第一原発に関わることです。国民

全体が事の真相を正しく認識すべき歴史的大事故であるにもかかわらず、事故原因調査すら曖昧

模糊という情けない事態を放置してよいはずはありません。講演は、刺激の多いﾚｸﾁｬｰであり、考

えさせられることが多々ありました。中でも最も印象に残った話題を採り上げ、感じた事を申し

ます。 

■ 福島第一原発のﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝ： 

  この原因について 2019年 9月に文芸春秋に公表された現場の技師による暴露記事があります。お     

読みになったかも知れませんが、注目すべき記事と考えるので、添付します。（弊社注：著作権の

関係で記事の添付は控えます） 投稿者は事故当時福島第一の現場の「炉心屋」と呼ばれる技術者

として働いていた木村俊雄氏です。木村氏によれば、4つの事故調査団が出した報告書はいずれも

事故の真相解明に至っていません。文春の記事では、ｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ計測配管破損⇒燃料棒冷却用水

自然循環停止⇒気泡発生⇒冷却不能⇒ﾄﾞﾗｲｱｳﾄ⇒ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝという経過で炉心破壊に至ったとありま

す。つまり炉心ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝの切掛けは、地震発生１分 30 秒後の冷却水循環系統の破損であり地震動

そのものの最初の衝撃で起こっている。これは「想定外の津波被害に基づく電源喪失によるﾒﾙﾄﾀﾞ

ｳﾝ」という東電の公式発表とは大違いである。そしてこれは、原子炉の設計不備であり、大地震の

振動そのものに耐えられない脆弱な構造であったということなので、全ての原子炉に共通する設

計欠陥であり、明確な人為ﾐｽということ。原子炉内微細配管系統の安全確保の設計変更が必要で

あり、これは巨額のｺｽﾄとなり実現不可能と断じている。つまり、原発にはもともと無理があると

いうのが経験豊富な現場技師の認識。「想定外の津波被害による過失致死」の裁判で東電幹部の刑
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事責任が問われることはなく無罪となった。たいへん多くの国民に甚大な被害を与えた人為ﾐｽに

よる事故の訴訟において無罪になったという「茶番劇」と言える。何重にも積み重なった嘘の上に

居座る会社幹部の姿は、死神とも貧乏神ともつかない情けないものであった。ただひたすら「多大

な迷惑を掛けて申し訳ない」と形式的に言い続ける姿が馬鹿々々しい。3.11 以前にも度重なる原

発事故において、東電は嘘の報告を平気で行うことを繰り返し、その隠蔽体質は公然の秘密と言

える。ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄもへったくれもないなあというのが筆者の印象です。「人は嘘をつく」、「人は真

実を突き詰めない」、「人は嘘にまみれて平気で暮らす」というﾘｽｸをどうやって遮断できるであろ

うか？以下は蛇足ながら・・・。貴兄の内容豊富で重い講演内容に対して、質疑応答時間が余りに

も不足、十分な討議ができなかったのが残念でした。 

Q:  このｺﾒﾝﾄを読んで、どのように感じましたか？ 

A: わが国の知識人の方々が福島第一原発の事故に対する政府や東電の対応に激しい不満をもってお

られることがわかります。弊社代表の講演を切っ掛けとして、本音のｺﾒﾝﾄを寄せてくださったこ

とに感謝しています。この方は、東電の原発現場で「炉心屋」と呼ばれる技術者である木村俊雄氏

の記事を読んで、「原発にはもともと無理がある」と考えておられます。ですが、そう断言する前

に事故の真因を精査する必要があると思います。弊社の分析によると、炉心ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝは必ずしも原

発の設計不備が原因とはいえず、東電の技術者が原発の設計理念（Design Concept）を理解してい

なかったことによる「致命的なｴﾗｰ」が原因と考えられます。 

Q:  「原発の設計不備が原因ではない」といえる根拠は何ですか？ 

A: 原発の設計理念を考えてみる必要があります。すべての原発は、信頼性監視体制（Reliability 

Monitoring System）の下で入念に故障樹分析（FTA: Fault Tree Analysis）と故障ﾓｰﾄﾞ･影響分

析（FMEA: Failure Mode & Effect Analysis）を実施したうえで設計されます。FTAでは、原発

の構造が地震や津波、航空機の墜落、ﾐｻｲﾙ攻撃などで破損して炉心冷却の全電源が失われること

は十分に予測されています。そのため FMEAによる対策として、電源なしでも炉心を冷却できる

緊急炉心冷却装置（ECCS: Emergency Core Cooling System）が装備されています。ECCSは、ま

さにﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ思考のﾌｫｰﾙﾄﾄﾚﾗﾝﾄ（Fault Tolerant）設計の理念に基づく装備といえます。福島第

一原発１号炉では「非常用復水器（IC: Isolation Condenser）」と称されていました。全電源

喪失が起きても、東電の運転員が非常用復水器をうまく活用できていれば、最悪の炉心ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝ

は回避できました。木村氏は「全電源喪失の原因は地震による原発内部の破損」と考えています

が、必ずしもそうはいえないことがわかります。原子力の分野では、ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ思考のﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞﾒﾝ
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ﾄである信頼性監視体制は MORT（Management Oversight and Risk Tree）と称されています。

MORTを有効に実践するには、ﾋｭｰﾏﾝﾌｧｸﾀｰ（Human Factors）を含む科学技術の幅広い知識をも

つ、FTAや FMEAの分析をできるﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ思考の人材が必要になります。国連の国際原子力機関

（IAEA）は、福島原発事故の前に加盟国に MORTの実践を強く勧告していました。それなのに、

わが国の政府原子力組織と東電は「すべて実施済み」と回答して無視していました。 

 

図.1 福島第一原発１号炉の非常用復水器（IC） 

Q: 「全電源喪失の原因は地震による原発内部の破損ではない」といえる根拠は何ですか？ 

A: 実は、事故直後の 2011年 5月 16日に、東電が原発敷地内の盛土斜面に建てた送電鉄塔（図.2の

「夜の森線」の No.27鉄塔）が地震で倒壊したことを公表しています。送電鉄塔の倒壊が全電源

喪失の主原因であることは間違いありません。木村氏が言うように原発内部の破損があったこと

は否定できませんが、主原因ではないと思われます。地震による送電鉄塔の倒壊が原因となると

都合が悪いのか、政府と東電はその後に「津波が事故原因」と強調するようになりました。送電

鉄塔倒壊の現場は放射能ﾚﾍﾞﾙが高いために、事故調査団は精査しなかったようです。木村氏も送

電鉄塔の倒壊を知らないようです。原発への送電鉄塔は数多くあります。送電鉄塔の倒壊で全電

源喪失が起きる可能性は決して小さいとはいえません。送電鉄塔の倒壊以外にも、全電源喪失に

つながる要因はいくつかあります。 

 

図.2 地震で倒壊した原発敷地内の送電鉄塔（No.27） 



HuFac Solutions, Inc.                            

 

 

- 4 - 

 

Q: 「東電の技術者が原発の設計理念を理解していないための致命的なｴﾗｰが炉心ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝの原因」と

いうのはどういうことですか？ 

A: 事故後の2011年12月9日に毎日新聞がある記事を載せています。下記のような記事です。 

記 

  東京電力福島第一原発事故で、1号機の原子炉を冷却する非常用復水器(IC)が津波襲来から 1時間     

以内に再稼動した場合、炉心溶融に至らなかつたことが 8 日、原子力基盤安全機構(JNES)の解析

で分つた。ICは電源が失われても動く唯―の冷却装置だが、ICにつながる配管の弁が閉じ、機能

を果たせなかった。迅速に弁を開ける方法を準備していれば、炉心溶融は避けられた可能性があ

る。（中略）電源喪失に伴ない弁がすべて閉まるよう設計されており、地震発生後は断続的に動い

たが津波後に開じた。2時間 40分後の午後 6時 18分、蓄電池が復旧して弁が開き 7分だけ稼動し

たものの、運転員が ICの冷却水不足を懸念し手動で停止、再稼動はさらに 3時間後だつた。 

Q: 「（ICは）電源喪失に伴ない弁がすべて閉まるよう設計されており」とはどういうことですか？ 

A: ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ思考で考えれば理解できます。原発は原子力平和利用の１例です。ｳﾗﾝやﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑなどの

核分裂で発生する膨大なｴﾈﾙｷﾞｰを、核兵器としてではなく、臨界を巧妙に避けることで発電に利

用しています。いわば原発は、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀで核反応を自動制御するための「巨大な自動化ｼｽﾃﾑ」と

いえます。ｺﾝﾋﾟｭｰﾀは電力がなくなれば使えなります。ｼｽﾃﾑ工学では、ｺﾝﾋﾟｭｰﾀが電力喪失で使え

なくなる事態を想定して手動ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟを準備するのは常識とされています。それに、手動ﾊﾞｯｸｱｯ

ﾌﾟは自動ではなく人間の意思で開始されなければならないというのもｼｽﾃﾑ工学の常識です。ECCS

や非常用復水器はまさに原発の自動化ｼｽﾃﾑの手動ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟといえます。そのため、自動ではなく

人間の意思で弁を開けて作動開始されるように設計されています。 

Q: 「東電の技術者が原発の設計理念を理解していなかった」といえる根拠は何ですか？ 

A: 毎日新聞の記事に「迅速に弁を開ける方法を準備していれば、炉心溶融は避けられた可能性があ

る」と書かれています。つまり、東電の運転員は非常用復水器の弁を（手動で）迅速に開ける方法

を準備していなかったといえます。弁を手動で開ける方法を準備していなかったことが、「原発の

設計理念を理解していなかった」根拠といえます。実は、弁は全電源喪失でも手動で開けられるよ

うに設計されています。弁を手動で開けるには、放射能ﾚﾍﾞﾙが高い原発建屋内部にある手動用ﾊﾝ

ﾄﾞﾙにｱｸｾｽする必要があります。それに、炉心を通った 400℃の高温水で加熱された手動用ﾊﾝﾄﾞﾙを

開けるには専用のﾂｰﾙが必要です。残念ながら、東電の運転員には手動用ﾊﾝﾄﾞﾙを操作する勇気と

準備がありませんでした。東電の技術者が原発の設計理念を理解できていれば、事前に訓練で準
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備できたと思います。航空界ではその種の訓練を CRM（Crew Resource Management）訓練と称して

しています。 

Q: 毎日新聞の記事には詳しく書かれていませんが、東電の運転員が最終的に非常用復水器の弁を閉

じてしまった「致命的なｴﾗｰ」とはどのようなｴﾗｰですか？ 

A: 全電源喪失の後で、東電の運転員は非常用復水器が作動しているかどうか不明のため、通称「豚

の鼻」と称される水蒸気排出口を点検してみました。その時、排出口からは水蒸気が出ていませ

んでした。運転員はその状況を見て、復水器の水がすでに蒸発してしまったと思い込んでしまい

ました。「空焚き」のままでは復水器が破損して放射能漏れをまねくと恐れた運転員は、慌てて

僅かに残る蓄電池の電力で弁を閉じてしまいました。直後に電力が完全になくなり、弁を再び開

けられなくなってしまいました。それが「致命的なｴﾗｰ」ですが、その後のわが国の運命を大き

く変えることになってしまいました。実は、「豚の鼻から水蒸気が出ていない」という現象には

２つの意味があり、曖昧なﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報といえます。２つの意味とは、①水が沸騰してすべて蒸発

してしまったか、②水がまだ沸騰せず水蒸気が出ていない、ということです。「人間が非常時に

曖昧なﾃﾞｼﾞﾀﾙ情報を潜在意識で処理すれば、ｴﾗｰしやすい」というのはﾋｭｰﾏﾝﾌｧｸﾀｰの定説です。

東電の技術者にﾋｭｰﾏﾝﾌｧｸﾀｰの知識があれば、「致命的なｴﾗｰ」を防ぐことができたはずです。 

 

図.3 通称「豚の鼻」の水蒸気排出口 

Q: 他にも「東電の技術者が原発の設計理念を理解できていない」といえる根拠があるのですか？ 

A: あります。木村氏が文春の記事の中で「炉心冷却のための自然循環」と書いていることです。ここ

でいう「自然循環」とは非常用復水器のことです。非常用復水器を「自然循環」と称している木村

氏は、非常用復水器が自然に（自動的に）作動するものと誤解しているようです。しかも、「自然

循環が地震で破損して使えなくなった」と書いています。非常用復水器はいたって単純なｼｽﾃﾑで

あり、地震では容易に破損しません。非常用復水器を「自然循環」と誤解していたのは木村氏だけ

でなく、東電の技術者の多くも同じ誤解をしていたものと思われます。 

Q:  文春の記事の中で木村氏は「4 つの事故調査団が出した報告書はいずれも事故の真相解明に至っ
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ていない」と書いているそうですが、どう思いますか？ 

A: 原発事故に限らず、関連分野の専門家が適切な事故調査をできるとは限りません。適切な事故調

査を行なうには、関連分野の知識だけでなくﾋｭｰﾏﾝﾌｧｸﾀｰ（Human Factors）を含む幅広いﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞ

ﾒﾝﾄの知識が必要です。米国の南ｶﾙﾌｫﾙﾆｱ大学や英国のｸﾗﾝﾌｨｰﾙﾄﾞ大学などには、各国政府や民間企

業の事故調査担当者を対象とした事故調査のｽｷﾙの養成講座が設けられています。福島原発事故を

調査した 4つの事故調査団には、事故調査のｽｷﾙがある学識経験者や技術者が参加していなかった

ようです。木村氏自身も、適切な事故調査のｽｷﾙをもっているとは思えません。 

Q:  「適切な事故調査」とは、どういうものですか？ 

A: 事故の真因を的確に解明できて、同種事故の再発を確実に防止するための有効かつ現実的な対策

を引き出すことができる事故調査のことです。適切な事故調査はﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟ思考ではできません。ﾄ

ｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ思考による綿密な分析が必要になります。 

Q:  ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ思考で福島第一原発事故を分析すると、原因と対策はどうなりますか？ 

A: 直接原因は、①崩れやすい盛土斜面に建てた東北電力からの送電鉄塔が地震で倒壊したこと、②

ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝによる非常用電源が使えなかったこと、③最後の手段である非常用復水器を有効に

活用できなかったことです。間接原因は、①東電の技術者が原発の設計理念を理解していなかっ

たこと、②ﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ思考のﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄである信頼性監視体制（原子力の場合には MORT）を構築

できていなかったこと、③内閣と東電経営幹部が原発を廃炉にしてでも炉心ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝを防ぐ決断

をできなかったことです。とるべき対策は、IAEAが勧告する MORTを実践するための人材の養成

と体制の構築を急ぐことです。そのことが「原発再稼働の条件」ということになります。。 

Q:  「MORTの実践のための人材の養成と体制の構築」はわが国では難しいのではないですか？ 

A: 率直にいって、ﾎﾞﾄﾑｱｯﾌﾟ思考のわが国の原子力関係者や学識経験者には極めて難しいと思います。

福島第一原発の事故の前に、わが国の政府原子力組織と東電が IAEAの勧告を無視していたことは

前述しました。勧告に対する回答は、その場を繕うだけのいわゆる「やっている振り（Cosmetic 

Compliance）」でした。事故を防ぐことができなかったことからもそれは明らかです。ですが、わ

が国には「難しいからできないでは済まされない」地政学上の事情があります。 

Q:  「難しいからできないでは済まされない」地政学上の事情とはどういうことですか？ 

A: 炉心ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝの影響をﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ思考で考えれば理解できます。偏西風の関係から、炉心ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝに

よる放射能拡散の影響は原発の西側よりも東側が深刻です。福島第一原発事故では、幸か不幸

か、放射能のほとんどが東側の太平洋に拡散しました。そのため、放射能拡散によるわが国の被
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害は比較的軽微で済みました。ですが、わが国の西側の中国では 100基以上、韓国では 10基程

度、台湾でも数基の原発が稼働しています。これらの原発の１基でも炉心ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝを起こせば、

わが国にはより深刻な影響が及ぶことになります。国民の健康被害以外にも、経済的に想像もで

きない被害が予想されます。そのような国難を防ぐには、わが国は MORTを理解して各国と協力

して炉心ﾒﾙﾄﾀﾞｳﾝの防止に努めるしかありません。 

 

図.4 原発事故による放射能拡散の影響 

Q:  わが国が原発を再稼働するかどうかに関わらず、MORTを理解して実践する必要があるというです

が、何かそのための活動をしていますか？ 

A: 弊社にできる活動は限られていますが、微力ながら活動しています。本年 1月 26日に日本学術

会議が原子力安全に関するｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑを開催しましたが、弊社代表が出席しました。わが国の原子

力安全の主要な学識経験者が一同に会すると案内されたからです。ですが、各講演者の講演の内

容があまりにも現実とかけ離れていることに落胆させられました。事故の唯一の再発防止策であ

る MORTに関して講演をする人は誰もいませんでした。原子力規制委員会に関係する講演者もお

られましたが、このままでは上記のわが国の地政学上の国難を効果的に防げるとは思えません。

弊社には、MORTの実践に必要な人材の育成と体制の構築について詳しく解説させていただく用意

があります。 

本情報に関する連絡先： 

㈱ﾋｭｰﾌｧｸｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ 

URL: http://www.hufac.co.jp 

E-mail: info@hufac.co.jp 
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